






















































条⑸、基本法 34 条⑹がそれに当たる。官吏の職務義務違反（民法 839 条 1 項）
とみなされる私企業や従業員の行為の賠償責任をも、国家が引き受ける（基



































㋑連邦通常裁判所判決BGH, Urteil vom 27. Mai 1963 ‒ III ZR 48/62 ‒, 





















































この判例は後の同種事案の裁判でも踏襲されている（OLG Köln, Urteil 












㋺連邦通常裁判所判決BGH, Urteil vom 30. November 1967 ‒ VII ZR 
























































の交付、拒否又は剥離の点で、道路交通許可法に当てはまる（so verhält es 
sich im Straßenverkehrszulassungsrecht）。この事務は、道路交通許可令






（Kraftfahrsachverständigengesetz=KfSachvG10 条 2 項）。つまり、もっぱ
ら検査を行う監視団体の専門家であり、自動車の修理や整備の事業は行わな
いのである。






























































㋩連邦通常裁判所判決BGH, Urteil vom 25. März 1993 ‒ III ZR 34/92 




























































㊁連邦通常裁判所判決BGH, Urteil vom 14. Mai 2009 ‒ III ZR 86/08 ‒, 
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